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行政改革、その他市政運営に対する意見・提言等 

（ 平成28年７月20日開催 ） 

 
※意見・提言等については、提出された原文のまま記載しております。 

 

意見・提言等 

職員削減の中で指定管理者制度の導入により、事業に対する責任や対応に変化は

ないか？具体的な向上例、環境面において例えば、市内の野球場をはじめ樹木の害

虫等の発生時の駆除やテニスコートのひびわれや草が生えて試合に不利等がある

そうだが、地域に任せるのみでなく専門の人の見回りも必要かと思うが。サービス

の低下や見落としは？ 

市の考え方 

指定管理者制度を導入している施設については、利用者が快適に利用できるよ

う、指定管理者に日常の維持管理や簡易な修繕をお願いしていますが、市も施設設

置者として適切な指導等を行っています。 

 

意見・提言等 
高齢者の増加や障がい者が潜在して多い中での対応に職員の精神的負担は、安心

した雇用やいこいの場を。 

市の考え方 

今年度から、全職員に対し心理的負担の程度を把握するためのストレスチェック

を実施することとしており、高齢者や障がい者を担当する職員の精神的負担につい

ては、これから行うストレスチェックの結果を注視してまいります。 

 

意見・提言等 
ボランティアの育成と活用、福祉等のかかわりと協力 

市民会員で出来る方を率先して。 

市の考え方 

ボランティアの育成については、地域支え合いボランティア実践塾を実施するな

ど、社会福祉協議会においてボランティアの養成に努めており、今後とも社会福祉

協議会と連携し、誰でも気軽にボランティアに参加できるよう、その環境づくりに

努めて参りたいと考えております。 

 

意見・提言等 

空き家対策と宅地造成について、ひとり暮らし等の入所や死亡等によってあちこ

ちに空き家が目立ちますが、その増加と反比例してか新築が目立つ様な気がしま

す。その指導とそれにかかわる相談等は？特に畑かん撤去地の造成は、しっかりし

てあるのか心配です。 

市の考え方 

宅地造成に際しては、調和ある開発と良好な都市基盤の整備を図るため、当該開

発者に対し都度指導等を行っています。開発面積が1,500㎡以上3,000㎡未満の場合

や５区画以上の宅地造成は「中野市宅地開発等指導要綱」等に基づき、開発に係る

指導を行っています。 

開発面積が3,000㎡以上になると都市計画法に基づく申請等が必要となり、許可

権者は長野県知事となります。 

畑かん撤去地の造成については、土地改良区との協議が整った段階での申請とな

るため、適切な手続きがされているものと考えています。 
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